
令和２年度 移住者の状況

１ 地区別移住者数

東京圏へのアクセスの良い東部地域への移住者数が多い傾向にあるが、支

援制度の利用減少や廃止等により把握可能な移住者数は減少した。また、テ

レワークの取組みが進んだことや、新型コロナウィルスの影響により地方へ

の移住を検討する人が増えたことにより、東京圏での認知度の高い賀茂地域

や、地方都市暮らしが可能な中部地域への移住者数が増加している。

２ 本県に移住する前の居住地

東京圏からの移住者が約60％と最も多く、次いで中京圏（17.9％）となっ

ている。特に東京都と神奈川県で458人と、全体の約半数（44.8%）を占めて

いる。

※東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、中京圏（愛知県、岐阜県、三重県）、

関西圏（大阪府、兵庫県、京都府、奈良県）、その他圏（３圏に含まれない県）

都道府県 移住者数

１（1） 東京都 270人（219）

２（2） 神奈川県 188人（200）

３（3） 愛知県 158人（141）

４（4） 埼玉県 75人（ 66）

５（5） 千葉県 50人（ 51）

＜本県に移住する前の居住地＞

(注)（）内は昨年度の順位及び移住者数

県及び市町の移住相談窓口等を利用した県外からの移住者数 １,３９８人

上記移住者のうち、移住前の居住地等が把握できた人数 １，０２２人（５３８世帯）

(注) 移住前の居住地が把握できた人の内訳

○上位５都道府県
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３ 移住者（世帯主）の年代

20代が最も多く全体の35％を占め、次いで30代となっており、20代から40

代までの子育て世代等が８割以上を占めている。

地域別に見ると、東部及び中部地域では、20代と30代がそれぞれ約３割を

占め、西部地域では20代が約５割を占めている。一方で、賀茂地域において

は、50代以上が約４割であった。

世帯主の年代別世帯数の割合

世帯主の年代別世帯数

計 10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 不明

Ｒ
２

世帯数
(世帯)

538 1 187 166 86 61 23 11 3

割合(%)

100.0 0.2 34.8 30.9 16.0 11.3 4.3 2.0 0.5

（81.7％）

Ｒ
１

世帯数
(世帯)

422 - 127 154 83 23 19 14 2

割合(%)

100.0 － 30.1 36.5 19.7 5.5 4.5 3.3 0.4

（86.3％）

全体（ｎ＝538）
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市町別移住者数・移住相談件数　【H27～R２】 （参考）

Ｒ２年度 Ｒ１年度 H30年度 H29年度 H28年度 H27年度 Ｒ２年度 Ｒ１年度 H30年度 H29年度 H28年度 H27年度

下 田 市 49 21 6 10 5 0 193 102 48 65 28 35

東 伊 豆 町 11 5 3 5 11 2 129 58 101 141 92 26

河 津 町 4 3 16 1 3 0 79 121 104 137 60 25

南 伊 豆 町 26 13 31 28 5 0 263 308 388 402 170 120

松 崎 町 14 12 4 8 2 0 116 127 103 59 22 55

西 伊 豆 町 6 5 6 2 4 4 45 46 19 26 40 26

（ 小 計 ） 110 59 66 54 30 6 825 762 763 830 412 287

沼 津 市 40 94 86 61 43 9 77 240 203 142 85 93

熱 海 市 0 3 2 5 2 0 20 15 0 4 12 4

三 島 市 48 79 91 67 14 1 71 133 188 163 383 17

富 士 宮 市 67 64 61 43 39 5 123 125 163 209 154 17

伊 東 市 52 34 24 20 4 13 131 140 83 55 34 9

富 士 市 120 102 95 45 28 23 398 287 273 182 104 8

御 殿 場 市 0 0 4 1 2 1 22 42 67 84 68 7

裾 野 市 0 10 6 2 1 0 29 46 34 42 43 0

伊 豆 市 21 31 12 4 21 11 171 189 83 81 75 43

伊 豆 の 国 市 27 17 8 29 10 5 75 114 120 100 76 27

函 南 町 0 0 2 0 0 0 4 3 12 8 3 1

清 水 町 0 0 12 4 0 1 27 70 97 71 4 2

長 泉 町 0 0 3 1 0 0 12 5 6 37 10 1

小 山 町 0 0 6 28 59 30 35 36 66 159 68 62

（ 小 計 ） 375 434 412 310 223 99 1,195 1,445 1,395 1,337 1,119 291

静 岡 市 139 70 55 101 68 23 1,841 1,089 945 823 649 549

島 田 市 36 41 44 55 65 7 87 113 84 112 104 47

焼 津 市 19 8 8 14 12 0 72 214 254 323 498 9

藤 枝 市 86 86 75 68 18 8 1,201 1,194 988 943 198 149

牧 之 原 市 30 3 15 7 8 3 81 54 45 303 217 19

吉 田 町 7 3 2 9 0 0 25 31 95 71 36 6

川 根 本 町 7 6 0 6 0 0 75 35 25 13 16 25

（ 小 計 ） 324 217 199 260 171 41 3,382 2,730 2,436 2,588 1,718 804

浜 松 市 60 31 47 26 8 11 1,133 840 724 653 218 116

磐 田 市 31 26 18 2 4 0 55 94 60 31 25 0

掛 川 市 44 45 22 8 6 0 38 140 137 82 59 45

袋 井 市 0 0 0 0 0 0 4 5 0 10 5 0

湖 西 市 66 77 35 40 1 0 3 34 43 35 16 0

御 前 崎 市 1 3 2 4 1 6 17 51 27 31 1 4

菊 川 市 2 12 4 8 2 1 6 23 33 40 18 2

森 町 9 8 6 0 3 0 127 193 94 19 19 7

（ 小 計 ） 213 202 134 88 25 18 1,383 1,380 1,118 901 361 174

1,022 912 811 712 449 164 6,785 6,317 5,712 5,656 3,610 1,556

県移住相談センター※２ 1,358 1,335 1,400 1,367 1,104 890

その他 ※３ 376 371 480 358 338 229 3,461 2,433 2,869 1,820 1,041 600

376 371 480 358 338 229 4,819 3,768 4,269 3,187 2,145 1,490

1,398 1,283 1,291 1,070 787 393 11,604 10,085 9,981 8,843 5,755 3,046

※2 県移住相談センターは東京及び静岡の移住相談センター分の合計

※3 その他：県U・Iターン就職サポートセンター，医学修学研修資金及び看護職員修学資金，がんばる新農業人支援事業 等

※1 「相談件数」は、県内移住の相談もカウント（居住地を明らかにしない相談もあるため県内外の区分困難）
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